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１Ｄ０６ 

国立大学法人における共同研究等に係る情報公開請求への近年の対応 

に関する考察 

 

○下田隆二（東京工業大学） 

 

１．はじめに 
 大学と企業との共同研究・受託研究等の産学連携関係の情報は、企業戦略にも関係し適切な管理が

求められる一方で、大学や大学教員の活動の透明性確保の観点から公開の社会的要請もある。発表者

は過去に内閣府の情報公開・個人情報保護審査会の答申を分析し、大学における共同研究等の情報の

管理と公開のあり方について発表した1が、その後の時間の経過もあり、詳しい研究内容に関する資料

が請求される事例や、請求を受けた国立大学から意見照会を受けた共同研究企業が情報公開に反対す

る事例も見られている。また、原発の安全規制や治験等を巡って大学教員と企業との関係にさらに注

目が集まっている面もある。本発表では、国立大学法人への共同研究等の情報公開請求に関し、上記

審査会の近年の答申を分析し、国立大学における共同研究等の情報公開請求への対応の現状と課題を

改めて考察する。  
 
２．情報公開請求制度の概要 
（１）制度の概要 
  行政機関や独立行政法人（国立大学法人を含む）等の保有する情報の一層の公開を図るため、情報

公開請求制度が、行政機関の保有する情報の公開に関する法律2、独立行政法人等の保有する情報の公

開に関する法律3などにより整備されている。この制度に基づいて誰でも、行政文書・法人文書の開示

を請求できる。行政文書・法人文書は、行政機関の職員・独立行政法人等の役職員が職務上作成し、

又は取得した文書、図画及び電磁的記録であって、職員・役職員が組織的に用いるものとして、当該

行政機関・独立行政法人等が保有しているものとされる。請求がなされれば、行政文書・法人文書に

以下の不開示情報が記録されている場合を除き、開示しなければならない。 

 不開示としてよい情報の類型には以下のものがあるが、それぞれにさらに例外（開示すべき情報）

が規定されているものもある。（以下では国立大学法人が関係する独立行政法人等の保有する情報の公

開に関する法律を「法」という。） 
①個人に関する情報で特定の個人を識別できるもの等（法第５条第 1 号本文） 
 ただし、この情報であっても、例外（つまり、開示すべき情報）として以下が列記されている。 
・法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報（法第５条第

１号ただし書きイ） 

                                                  
1 下田隆二,「共同研究等の産学連携に係る情報の管理と情報公開請求への対応」, 研究・技術計画学会第 23 回年次学

術大会講演要旨集, pp.819-822, 2008 年 
2 平成 11 年 5 月 14 日法律第 42 号 
3 平成 13 年 12 月 5 日法律第 140 号 



― 130―

 

・人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報（法

第５条第１号ただし書きロ） 
・当該個人が独立行政法人等の役員及び職員である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る

情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分（法第５

条第１号ただし書きハ） 
②法人（企業）等に関する情報で、公にすると、法人等の競争上の地位その他正当な利益を害するお

それがあるもの（法第５条第２号イ）、非公開条件付の任意提供情報であって、通例公にしないことと

されているもの等（法第５条第２号ロ）。ただし、この場合も、人の生命、健康、生活又は財産を保護

するため、公にすることが必要であると認められる情報を除くとされている（法第５条第２号ただし

書き）。 
③団体の内部又は相互の審議、検討等に関する情報で、公にすると、率直な意見の交換や意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれ等があるもの（法第５条第３号） 
④国の機関、独立行政法人等又は地方公共団体等が行う事務又は事業に関する情報で、公にすると、

その適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの（法第５条第４号（イ～ト）） 
（２）開示決定、不服申し立てと情報公開・個人情報保護審査会 
 開示決定等は、開示請求があった日から 30 日以内に行う（30 日以内の延長可）。また、行政文書・

法人文書に第三者に関する情報が記録されているときは、その第三者に意見書の提出の機会を付与で

きる。また、公益上の理由で開示するとき等は、その機会を与えなければならない。行政機関又は独

立行政法人等の開示・不開示の決定に不服がある場合、請求者は不服を申立てることができる。開示

決定等について不服申立てがあったときは、行政機関の長又は独立行政法人等は、内閣府に置かれた

情報公開・個人情報保護審査会（以下、本稿において「審査会」という。）に諮問することとなる4。 
 
３．従来の公開慣行（以前の発表のまとめ） 

（１）奨学寄附金に関係する情報公開 
 大学において奨学寄附金の申込みの受理や、その受入れの可否判断のための書類が作成される。こ

れらの書類に含まれる情報のうち、個人の寄付者の情報、寄付企業等の代表者の押印の印影、寄附企

業の連絡担当者の情報が非開示とされる。それら以外は、寄附金額、寄附の目的及び条件、受入れ教

員の氏名・所属（講座等）なども含め、情報を全面開示とすること適切な対応慣行になってきている5。 
（２）共同研究・受託研究に関係する情報公開 
 大学において共同研究・受託研究の申込みの受理や、その受入れの可否判断のために書類が作成さ

れる。これらの書類に含まれる情報は、①「手続きに関する情報（受託研究・共同研究申込み日、年

度、開催日、受付・整理番号、承認日など）」、②「契約相手方（委託者、共同研究相手先）に関する

情報（組織名・代表者名・肩書き、住所、担当者その他（連絡先）」、③「研究費に関する情報（契約

総額、年度別の契約金額、決算額）」、④「研究課題、内容に関する情報（治験にあっては薬品名）」、

⑤「研究体制に関する情報（大学側研究代表者の氏名・所属（講座等）、研究担当者の氏名・所属（講

座等）、企業側の研究担当者の氏名・所属）」、⑥「研究成果に関する情報」などである。 
 共同研究・受託研究関係の情報の開示請求を受けた大学の一般的な対応は、大学側の教員名、金額

                                                  
4 会計検査院長は会計検査院情報公開・個人情報保護審査会に諮問する。 
5 奨学寄附金が異議申し立ての対象となった答申が近年ないことから、この公開のルールが定着しているものと思われ

る。 
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などを開示し、委託元・共同研究の相手先やテーマに関する情報は不開示とするというものである。 
ただし、政府、独立行政法人研究機関、地方公共団体、公益法人などについては、委託元・共同研究

の相手先団体の名称、研究テーマ・題目、研究目的、研究期間などの情報を、原則、開示しており、

これら公的団体からの委託・共同研究は情報を開示すべきであるとされている。民間企業関係につい

ては、大学が企業に意見照会し、企業から開示反対の意向が示された場合において、民間企業の名称，

研究課題，研究目的、研究期間等の情報は、それぞれの事情を勘案し、公にすることにより当該企業

の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものと認められることから、法５条２

号イの不開示情報に該当し、不開示とすることが妥当であるとの判断が審査会から示されている。 
 ただし、審査会から大学に対し、不開示部分について開示することによる支障の有無を改めて個別

に確認の上で提示するよう求めている事例もあり、学会や論文等で公表されているものや大学や企業

自身のホームページで公表されているものがあることから、これらは不開示とする理由がなく、開示

すべきとの判断が示されている6。また、共同研究における相手方の民間企業の研究員の所属、職

名及び氏名は、当該研究員個人の情報であり，法５条１号の特定の個人を識別することができる

ものに該当するとし不開示が妥当との判断が審査会で支持されている。 

 

４．近年の審査会における国立大学法人にかかる産学連携関係の答申と特徴的事例 

 審査会における国立大学法人にかかる産学連携関係の近年の答申を表に示す。以下、最近の特徴的

事例を分析する。分析で個別の答申に言及する場合、表の「番号○」と表記する。 
（１）兼業の扱い 
 「番号４」は、特定の教員の兼業依頼書と回答文書のすべてを求める請求に関する事例であり、大

学はその存在を明らかにしないで開示請求を拒否したものである（なお、ホームページの教員プロフ

ィール等でも兼業の事実は明らかにされていないとの判断が、この判断を支えている）。特定教員の兼

業に係る届出書及び承認書につき，その存否を答えるだけ当該教員が兼業届を提出したという事実の

有無又は兼業を行っていたという事実の有無を明らかにするものであり，法５条１号本文前段に該当

し（同号ただし書イないしハに該当する事情も存しないと認められることから）、その存否を明らかに

しないで開示請求を拒否した決定については、妥当であると審査会は判断している。なお「番号１４」

では、大学が保有していないとし不開示にしていたが、委員会として（大学の対応が適切ではなかっ

たと推測されるものの）、大学が一端保有していないとしたことを取り消す意味はないとして、結論に

おいてはその大学の対応は妥当との判断を示している。以上まとめると、兼業に関しては法５条１号

本文前段に該当するので、文書の存否を明らかにしないで開示請求を拒否すべきとされる。 
（２）共同研究・受託研究等の一覧表記載の大学担当教員名及び相手先企業名 
 「番号５」は、担当教員名と委託元の企業名が開示され、企業が大学の判断に異議を申し立てた事

例である。本件開示請求は、大学の研究所の受託研究の受入一覧（契約相手方，研究者名，研究題目，

金額の分かるもの。平成１８～２２年度分）の開示を求めるものである。大学は、文書として研究所

保有の受託研究一覧（平成１８年度ないし同２２年度）を特定した。本件対象文書には、①「通番」、

②「委託者名」、③「課題名」、④「研究担当者」、⑤「契約日」及び⑥「受入額の合計」が記載されて

いる。大学は、①「通番」，②「委託者名」及び④「研究担当者名」（教員の職務遂行に係る情報であ

るとして開示）については、法５条の不開示情報に該当しないとして開示、③「課題名」、⑤「契約日」

                                                  
6 答申 平成 20 年度（独情）029-30 ｐ.7 
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及び⑥「受入額の合計」については法５条２号イに該当し不開示とする判断を行った（③、⑤、⑥に

係る判断は問題になっていない）。このうち②及び④の扱いに委託元企業が異議を唱えた案件である。 
 ②については委託企業名も開示することが適切とされた。大学から意見照会を受けた企業は、法５

条２号イに該当し公開すべきではないと反対したが、審査会は、企業のホームページ上に掲載された

財務情報である決算短信において自らが大学の研究所に研究を委託していることを明らかにしている

ことが認められるとし、企業が大学の研究所に委託して研究を行っていることが公になっている以上、

委託者名を開示することにより、企業の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

とは認められず，法５条２号イに規定する不開示情報に該当しないと認められるとした。 
 
表 内閣府情報公開・個人情報保護審査会における国立大学法人にかかる産学連携関係の近年の答申 

番号 答申日 

（平成） 

答申番号 大学 情報公開請求の対象となっ

た産学連携等の活動 

諮問日 

（平成）

１ 20.06.18 平成 20 年度（独情）２９ 金沢大学 受託研究 19.10.18

２ 20.06.18 平成 20 年度（独情）３０ 金沢大学 共同研究 19.10.18

３ 21.12.24 平成 21 年度（独情）３７ 東京大学 寄附金、受託・共同研究 20.12.24

４ 23.12.14 平成 23 年度（独情）６３ 筑波大学 兼業 22.10.29

５ 24.04.11 平成 24 年度（独情） １ 東京大学 受託研究（注 1） 23.10.26

６ 24.04.11 平成 24 年度（独情） ２ 東京大学 共同研究（注 1） 23.10.26

７ 24.05.18 平成 24 年度（独情） ７ 筑波大学 受託・共同研究 23.12.15

８ 24.06.27 平成 24 年度（独情）１３ 筑波大学 兼業 24.04.20

９ 24.07.11 平成 24 年度（独情）１４ 金沢大学 倫理審査申請書等 22.10.18

１０ 24.09.26 平成 24 年度（独情）３０ 東京大学 共同研究（注 1） 24.05.11

１１ 24.09.26 平成 24 年度（独情）３１ 東京大学 受託研究（注 1） 24.05.11

１２ 24.10.11 平成 24 年度（独情）３３ 東京大学 共同研究（注 1） 24.07.27

１３ 24.10.11 平成 24 年度（独情）３４ 東京大学 受託研究（注 1） 24.07.27

１４ 24.10.24 平成 24 年度（独情）３７ 東北大学 兼業 24.05.21

１５ 24.12.05 平成 24 年度（独情）４２ 筑波大学 寄付金、受託研究、共同研究 24.06.01

１６ 25.03.21 平成 24 年度（独情）５７ 東京大学 受託研究、共同研究 23.07.25

１７ 25.05.22 平成 25 年度（独情） ８ 九州大学 共同研究 24.06.27

１８ 25.06.19 平成 25 年度（独情）１１ 東京大学 動物実験計画 24.11.15

１９ 25.06.19 平成 25 年度（独情）１２ 東京大学 動物実験計画 24.11.15

資料：内閣府情報公開・個人情報保護審査会ホームページ（http://www8.cao.go.jp/jyouhou/)の答申（平成２０年度）

から筆者が整理。個別の答申状況は http://www8.cao.go.jp/jyouhou/tousin/index_t.html 参照 

（注１）その主張等から同一人と推定される共同研究相手企業、委託元企業が開示に係る第三者照会を踏まえ大学の開

示決定に異議を申し立てた案件である。（注２）国立大学法人への請求では他、入試に関する情報開示請求等がある。 

 
 ④については、大学への委託研究は大学の規則に基づき行われるもので、研究担当者による委託研

究の遂行は当該研究担当者に係る職務遂行情報に該当するものと認定されている。企業側は、職務遂
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行情報であったとしても、法５条１号ただし書ハでは，「職及び当該職務遂行情報の内容の部分」の開

示に限られ，研究担当者の氏名は不開示とすべきであると主張した。しかし、職務遂行に係る情報に

含まれる当該大学の教職員の氏名の取扱いは、「各行政機関における公務員の氏名の取扱いについて」

（平成１７年８月３日情報公開に関する連絡会議申合せ）7に準じ，教職員の氏名を公にしているもの

であった。これを踏まえ、研究担当者名は、当該研究担当者についての法５条１号本文前段に規定す

る個人に関する情報に該当するが、当該大学における職務遂行に係る情報に含まれる教職員の氏名に

ついては公表慣行が認められるので、同号ただし書イに該当し不開示情報に該当しないと審査会によ

り判断されたものである。「番号６」、「番号１０～１３」でも上記２点が企業と大学で争われているが、

同様の結論が審査会で得られている。 
（３）共同研究契約書の内容 

 「番号１７」は、情報公開請求に基づき大学が「共同研究契約書（軽水炉中の水素挙動に関する研

究）」を対象文書として特定し、契約書中の「研究内容」、「研究経費」、「研究期間」を不開示とし（残

りを開示し）たところ、請求者が異議を申し立てた事例である。なお、本件では企業名、大学の研究

担当教員の名前は開示されたものと推察される。 
 大学が共同研究相手の企業に照会を行ったところ、企業から共同研究契約書中の「研究内容」、「研

究経費」、「研究期間」について不開示とすべきとの意見が出されたことを踏まえ、大学として検討し

た結果、これらを不開示としたが、審査会も、研究開発戦略に係る機微な内部情報であって、企業戦

略における重要な営業秘密と言えるとして、大学の判断を妥当としている。 
（４）政府系機関からの受託研究契約関係書類 

 本件開示請求は、大学の研究所が保有する、新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の

特定の採択テーマに関するＮＥＤＯ、大学の研究所及び異議申立人の業務委託契約関係書類並びに大

学の研究所及び異議申立人と他の再委託先との契約関係資料の全ての開示を求めるものである。大学

は請求を受け、文書１～５（文書１：業務委託契約書及び委託業務実施計画書、文書２：業務委託変

更契約書（特定日Ａ付け）、文書３：業務委託変更契約書（特定日Ｂ付け）及び委託業務変更実施計画

書、文書４：経費発生調書関係書類一式（平成２０年度）、文書５：経費発生調書関係書類一式（平成

２１年度））を特定した。大学は、文書１～文書５（本件対象文書）の一部を法５条１号、２号ただし

書きイ並びに４号柱書き及びホに該当し不開示とするが、その余の部分は同条の不開示情報に該当し

ないとして開示すると判断した。これに対し，ＮＥＤＯから大学の研究所と連名で受託した企業は、

文書１～文書３について大学が開示するとした部分に異議を申立てた（なお、文書４、５の扱いにつ

いて争いはない）。 
 文書１は、①業務委託契約書、②その特別約款である国立大学法人との業務委託契約に係る特別約

款、附属資料である③-(i)経費発生様式及び③-(ii)業務委託費積算基準（国立大学法人用）並びに④委

託業務実施計画書から構成されている。 
 ①業務委託契約書に関して、大学は、業務委託契約書の契約金額等の金額部分及び異議申立人の社

印及び代表者印の印影は法５条２号イに該当し不開示とするが，その余は法５条の不開示情報に該当

しないとして開示するという原処分を行った。企業は、開発における競争上の地位に実質的影響があ

る記述部分と実質的影響のない部分を分別することはできず法５条２号イに該当し、また、大学の研

究・開発者にとっても開示すれば不利益となることから、同条４号トにも該当するとして不開示を求

                                                  
7 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/jyohokokai/pdf/110624_01.pdf 
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めた。審査会は、企業が不開示とすべきとする部分は、公になっているＮＥＤＯの業務委託契約標準

契約書の内容に則ったものであり、委託業務の具体的な内容も既にＮＥＤＯのホームページで公にな

っていると認められるので、法５条２号イに該当しないと判断した。（なお，②特別約款は，東京大学

とＮＥＤＯとの契約に係る文書であり，③-(i)、③-(ii)は，ＮＥＤＯにおいて公にしているもので，異

議申立人も異議を明示していないと解される。） 
 ④委託業務実施計画書に関しては、大学は，委託業務実施計画書に記載された実施細目の一部であ

る公になっていない具体的な研究内容は法５条４号ホに該当し，研究体制のうち，社員の氏名等，再

委託先の氏名等の一部は同条１号，業務管理者の氏名等，再委託先の氏名等の一部は同条２号イに該

当し，国立大学法人の電話，ＦＡＸ，Ｅ－Ｍａｉｌアドレスは同条４号柱書きに該当し，知的財産権

の帰属及び経費の金額については，同条２号イに該当し不開示とするが，その余は同条の不開示情報

に該当しないとして開示すると判断した。これらに関して企業と大学との間で争いがあったが； 
（ⅰ）「実施計画の内容」については、既にＮＥＤＯのホームページ等でその内容が公になっているな

ど、研究のノウハウに係る具体的な内容は記載されていないこと、（ⅱ）研究体制の内容については、

記載された委託先が大学からの照会に対して開示に応じている部分であること、（ⅲ）「積算」という

項目については、全体の総括表及び個々の委託先等の総括表の様式部分を開示しているものであるこ

とから、開示しても、異議申立人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとは

認められず、法５条２号イに該当しないと審査会において判断された 
 なお、企業は契約書や実施計画書は一体となったもので（不開示部分が含まれている場合に）部分

開示できないと主張したが、審査会は、不開示情報は明確に区分して取り除くことができ、開示する

としている部分は文書の内容として理解できる有意なものであるとして、企業の主張を支持していな

い。また、文書２、３についても文書１と概ね同じ判断が審査会によりなされている。 
 
５．まとめ 

 国立大学法人へ産学連携に係る情報公開請求があった場合、国立大学は概ね以下のような対応を行

うことが適切とされる。関係者はこれらを踏まえて、産学連携活動や情報公開請求に適切に対応する

ことが求められる。 

①兼業に関しては、その有無を含めて公開しない。 

②国立大学への企業からの委託研究や共同研究の場合、大学側の研究担当者名は大学の職務執行に係

る情報として（大学に氏名の公開慣行がある場合）公開する。 

③委託元・共同研究相手の企業名は一般に公開しないが、企業自らホームページその他で公開してい

る場合は、公開する。 

④一般に「研究内容」、「研究経費」、「研究期間」は、企業の研究開発戦略に係る情報として公開しな

い。ただし、公的研究費に採択された研究を行っている場合は、資金提供機関、大学、企業がホーム

ページ等で採択案件の概要等を情報公開している場合、情報公開されているレベルの情報は公開する。 

 なお、この期間での国立大学法人へは倫理審査委員会や動物実験計画関係の請求もあるが、紙数の

関係もありその分析は別の機会としたい。また、治験への企業関係者の関与等が明らかになったこと

も含め、大学研究への企業の研究資金提供への関心は今後ますます高まることも想定され、情報公開

請求へ適切に対応することが求められる、審査会の判断が変化する可能性も考えられ今後の動向にも

注目していくことが必要である。 




